
今日の国際社会においては、一国のみで対応す
ることがきわめて困難な課題が増加している。こ
のため、国際協調主義に基づく積極的平和主義の
立場から、二国間・多国間の安全保障協力を強化
するとともに、国際平和協力活動などに積極的に
取り組むことが重要である。

こうした状況を踏まえ、防衛大綱において、同

盟国や安全保障上の利益を共有する関係国などと
平素からの協力を推進しつつ、地域紛争、国際テ
ロの拡大・拡散、破綻国家、大量破壊兵器などの
拡散をはじめとするグローバルな安全保障上の課
題などに対応するため、能力構築支援、軍備管
理・軍縮・不拡散などに関する各種取組を継続・
強化することとしている。

第1節　各国等との防衛協力・交流
	1	 安全保障協力・対話、防衛協力・交流の意義と変遷

近年、諸外国との対話や交流は質的に深化し、
量的に拡大している。安全保障分野において、協
力の習慣を醸成し、域内秩序の形成や共通規範の
構築に向けた実際的・具体的な協力を進めること
や、わが国周辺の国や地域において、わが国に対
する対立感や警戒感をなくし、未来志向の視点で
協調的・協力的な雰囲気を醸成して、二国間およ
び多国間の場で積極的な協力を進めることが必要
である。このため、防衛省・自衛隊としても、限

られた資源を効果的・効率的に活用するととも
に、各国・地域の特性を踏まえ、安全保障協力・
対話、防衛協力・交流、共同訓練・演習を多層的
に推進している。

資料54（多国間安全保障対話の主要実績（アジア太平洋
地域・最近5年間））、資料55（留学生受入実績（平成26
年度の新規受入人数））
図表Ⅲ-3-1-1（ハイレベル訪問の実績（14（平成26）年
1月～15（平成27）年5月））
図表Ⅲ-3-1-2（安全保障対話・防衛交流）
図表Ⅲ-3-1-3（対話、交流から協力へ）
図表Ⅲ-3-1-4（防衛協力・交流イメージ）

	2	 多国間安全保障枠組み・対話における取組
	1	 �拡大ASEAN国防相会議（ADMMプラス）
のもとでの取組

ASEAN諸国においては、地域における安全保
障協力枠組みであるASEAN地域フォーラム1

（A
ASEAN Regional Forum

RF）や、ASEAN域内における防衛当局間の閣
僚会合であるASEAN国防相会議（A

ASEAN Defence Ministers’ Meeting
DMM）が開

催されている。これらに加え、わが国を含めた
ASEAN域外国8か国2を加えた拡大ASEAN国
防相会議（ADMMプラス）の創設が決定され、

10（平成22）年10月、第1回会議がハノイで開
催された。

これまで、ASEAN域外国を含むアジア太平洋
地域の国防相が出席する政府主催の会議はなかっ
たことから、ADMMプラスの創設は、地域の安
全保障・防衛協力の発展・深化の促進という観点
から、きわめて大きな意義があり、防衛省・自衛
隊としても支援している。

ADMMプ ラ ス は、①A
ASEAN Defence Senior Officials’ Meeting

DSOMプ ラ ス、②
ADSOMプラスWG、③専門家会合（E

Experts’ Working Group
WG）で

参 照

参 照

1	 ARFは、政治・安全保障問題に関する対話と協力を通じ、アジア太平洋地域の安全保障環境を向上させることを目的としたフォーラムで、94（平成6）年か
ら開催されている。現在26か国（ASEAN10か国（ブルネイ、インドネシア、ラオス、マレーシア、フィリピン、シンガポール、タイ、ベトナム、カンボジア（以
上95（同7）年から）、ミャンマー（96（同8）年から）に、日本、オーストラリア、カナダ、中国、インド（以上96（同8）年から）、ニュージーランド、パプアニュー
ギニア、韓国、ロシア、米国、モンゴル（以上98（同10）年から）、北朝鮮（00（同12）年から）、パキスタン（04（同16）年から）、東ティモール（05（同17）
年から）、バングラデシュ（06（同18）年から）、スリランカ（07（同19）年から）を加えた26か国））と1機関（欧州連合（EU：European Union）がメンバー
国となり、外務当局と防衛当局の双方の代表による各種政府間会合を開催し、地域情勢や安全保障分野についての意見交換を行っている。

2	 わが国のほか、米国、オーストラリア、韓国、インド、ニュージーランド、中国およびロシア
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構成されており、わが国は、14（同26）年3月ま
での間、シンガポールとともに防衛医学EWGの
共同議長を務め、大規模災害発生時の防衛医学分
野での各国の協力のあり方などについて、実践的

な意見を交換した。また、海洋安全保障EWGに
おいては、海上において、軍艦や政府船舶が接近、
遭遇した際に、意図しない衝突や事態のエスカ
レーションを回避するための慣習的な「マナー」

ハイレベルの訪問実績（14（平成26）年1月～15（平成27）年5月）図表Ⅲ-3-1-1

ウガンダ
政務官　　27.5

ベトナム
防衛審議官　27.1
空幕長　　　27.5

オマーン
海幕長　　26.2

サウジアラビア
海幕長　　26.2

ブルネイ
統幕長　　26.11

韓国
防衛審議官　26.10、26.12、
　　　　　　27.2

マレーシア
防衛大臣　　26.4
防衛審議官　27.2、27.5
海幕長　　　26.6

モンゴル
陸幕長　　26.6

フィリピン
事務次官　　26.1
防衛審議官　27.3
陸幕長　　　26.9
海幕長　　　27.2
空幕長　　　27.5

中国
海幕長　　26.4 インドネシア

政務官　　　26.4
事務次官　　26.3
防衛審議官　27.5
空幕長　　　26.6

タイ
統幕長　　26.2

シンガポール
防衛大臣　　26.5、27.5
政務官　　　26.4
防衛審議官　27.5
統幕長　　　26.5、27.5
空幕長　　　26.2

スリランカ
海幕長　　26.6

インド
防衛大臣　　26.1
防衛審議官　27.4

ラオス
事務次官　　26.1
防衛審議官　27.2

オーストラリア
防衛大臣　　26.4
政務官　　　27.4
防衛審議官　26.10
統幕長　　　26.8
陸幕長　　　26.9、26.9
海幕長　　　26.11
空幕長　　　26.3、27.2

ニュージーランド
政務官　　27.4
統幕長　　26.8

カナダ
事務次官　　26.3
防衛審議官　26.11
統幕長　　　26.4

米国
防衛大臣　　26.7、27.4
副大臣　　　26.8
政務官　　　26.1
事務次官　　26.6、27.3
防衛審議官　26.8、26.9、26.11、27.3、

27.4
統幕長　　　26.4、26.6、26.12、27.5
陸幕長　　　26.2、26.4、26.7、26.10
海幕長　　　26.7
空幕長　　　26.3、26.11

ベルギー
事務次官　27.2
統幕長　　26.3

ジブチ
防衛大臣　26.5、27.1
政務官　　27.5

UAE
海幕長　　26.2

イタリア
防衛大臣　26.5
事務次官　27.2
統幕長　　26.3

フィンランド
事務次官　27.2

英国
防衛大臣　27.1
副大臣　　27.1
政務官　　26.5、26.7
事務次官　26.2
空幕長　　26.7

フランス
防衛大臣　26.1
副大臣　　26.6
政務官　　26.7
統幕長　　26.3

ロシア
陸幕長　　26.2

ミャンマー
防衛大臣　　26.11
副大臣　　　26.7
事務次官　　26.4
防衛審議官　26.11
統幕長　　　26.5

南スーダン
防衛大臣　26.5、27.1
政務官　　27.5

ブルガリア
副大臣　　27.5

バーレーン
政務官　　27.5

エストニア
副大臣　　27.5

ヨルダン
統幕長　　27.5

ブラジル
政務官　　26.8

南アフリカ
政務官　　26.8

安全保障対話・防衛交流図表Ⅲ-3-1-2

区分 類　型 意　義 概　要

二
国
間

防衛首脳など
ハイレベルの交流

双方の重要な関心事項である地域情勢や国防政策などに
ついての率直な意見交換を通じて、相互の信頼・協力関
係の充実・強化の増進を図るとともに、じ後の交流には
ずみをつける。

・防衛大臣と各国国防大臣の対話・相互訪問
・�防衛副大臣、防衛大臣政務官、防衛事務次官、統幕長、
陸・海・空幕長クラスの対話・相互訪問

防衛当局者間の
定期協議など

国防政策の企画立案者同士が継続的に直接意見を交換す
ることで、ハイレベルの対話・交流の基礎とするととも
に、当該国との相互の信頼・協力関係の充実・強化の増
進に寄与する。

・局長、審議官クラスの実務者同士による協議
・�統幕、陸・海・空自衛隊と関係諸国の統合参謀本部、
陸・海・空軍との間の対話

部隊間の交流
共同訓練や交流行事などを通じて相互の信頼・協力関係
の充実・強化の増進を図る。

・�人的交流
・�練習艦隊などの艦艇、航空機の相互訪問、捜索・救難な
どに関する共同訓練の実施

留学生の交換

本来的な教育上の目的のほかに、比較的長期の滞在によ
る人的交流を通じて、相手国の防衛政策や部隊の実態な
どに対する理解や信頼関係の増進に寄与するとともに、
人的ネットワークの構築を図る。

・留学生の受入れ
・海外の軍関係機関への留学生の派遣

研究交流 研究者の立場からの自由な意見交換を行い、相互理解を
深めるとともに、防衛交流の維持・深化に寄与する。

防衛研究所と諸外国の軍関係の研究機関などとの研究交流

多
国
間

安全保障対話

関係諸国の間で情勢認識・安全保障政策について相互理
解を深め、また、多国間にまたがる課題について幅広く意
見交換や協議を行う。

・ADMMプラス・ARFにおける対話
・防衛省主催の多国間対話
・政府主催の多国間対話
・民間主催の多国間対話

共同訓練
セミナーなど

共同訓練、セミナーなどを通じて技量の向上と相互の信
頼・協力関係の充実・強化の増進を図る。

・人的交流
・�災害救援、掃海、潜水艦救難などに関する共同訓練、セ
ミナーなどの実施
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を各国で共有することの重要性を強調してきた。
13（同25）年6月、わが国は、ブルネイにおい

て開催された、ADMMプラスとして初となる人
道支援・災害救援EWGおよび防衛医学EWGの
実動演習に参加した。また、同年9月には、イン
ドネシアで実施された対テロEWG机上演習およ
びオーストラリアで実施された海洋安全保障
EWGの実動演習に参加した。14（同26）年4月
から、わが国は、ラオスとともにADMMプラス

の人道支援・災害救援EWGの共同議長国とな
り、同 年7月 に は 東 京 で、12月 に は ラ オ ス で
ADMMプラス参加国の実務者を中心とした専門
家会合を開催し、今後3年間の議長国期間中に取
り組む事項や今後の進め方などについて議論して
いる。

図表Ⅲ-3-1-5（拡大ASEAN国防相会議（ADMMプラス）
の組織図および概要）

参 照

対話、交流から協力へ図表Ⅲ-3-1-3

冷戦期

二国間

三国間

多国間

局所的・
限定的な
「交流」
中国・韓国・
西欧など

草創期
（90年代～ 2000年初頭）

発展・深化期
（2000年初頭～）

政策的「交流」の開始

域内多国間「対話」の開始

「交流」から「協力」へ

「対話」から
「協力（域内秩序の構築）」へ

→各国の国防政策にかかる
説明・相互理解の促進に
主眼

紛争解決を最終目標とするも
当面は信頼醸成を主眼

具体的・実践的な協力を通じ安保・
防衛協力を強化

相互理解・信頼関係の増進

ARFなどの発展

相互理解・信頼関係の増進
＋

＋

域内における具体的な安保・防衛協力の推進
非伝統的安全保障（災害救援、海洋安全保障、テロ
対策など）、後方分野が中心

二国間・多国間協力を補完する枠組み
（日米豪、日米韓）

ARF創設
94年

災害救援
ISM

97年
EAS
創設

05年
テロ・越境
犯罪ISM

03年
ADMM
創設

災害救援実動演習
DiREx実施
①人道支援・災害救援
②海洋安全保障
③カウンターテロリズム
④防衛医学
⑤平和維持活動
5分野のEWGの創設

海洋安全保障
ISM
不拡散および
軍縮ISM
災害救援実動演習
実施

11年 13年06年
ADMM
プラス
創設

10年09年

引
き
続
き

ARF災害救援実動演習
DiREx実施
ADMMプラス人道支援・
災害救援／防衛医学
実動演習実施
第2回ADMMプラス開催
地雷処理EWG新設

14年
各EWGなど
2期活動開始
海洋安全保障
机上演習
豪軍対テロ演習
オブザーブ

防衛協力・交流イメージ図表Ⅲ-3-1-4

○留学生の交換、研究教育交流
○防衛当局、各軍種間でのハイレベル・実務者交流
○各軍種間での部隊間交流、艦艇・航空機の相互訪問
○親善訓練

○防衛協力・交流の覚書
○能力構築支援
○非伝統的安全保障分野における各種協力（共同訓練含む）
【例】・ADMMプラスやARFにおける実動演習、各国との捜索救難共同訓練

・日豪協力（東日本大震災の際の豪軍からの支援、マレーシア航空機消息不明事案における協力、
日米豪共同災害対処訓練「みちのくALERT」など）

・パシフィック・パートナーシップ、海賊対処における各国・各機関との協力など
○防衛協力に係る各種協定の締結（物品役務相互提供協定、情報保護協定、防衛装備品・技術移転協定など）

○共同対処計画などの策定
○共同対処を前提とした共同訓練
　（例：「日米共同統合演習」、「日米共同方面隊指揮所演習」、「対潜特別訓練」、「日米共同戦闘機戦闘訓練」など）
○わが国有事の際の共同対処

防衛交流

防衛協力

具体的な取組例段階
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	2	 ASEAN地域フォーラム（ARF）

近年、ARFでは災害救援活動、海洋安全保障、
平和維持・平和構築といった非伝統的安全保障分
野において、具体的な取組3が積極的に進められ
ている。たとえば、海洋安全保障分野においては、
09（同21）年以来、海洋安全保障に関する会期間
会合（I
Inter-Sessional Meeting on Maritime Security

SM-MS）が開催4されており、わが国の取
りまとめにより、海洋安全保障分野の能力構築支
援に関する「ベストプラクティス集」を作成した。
また、災害救援分野においては、同年以来、ARF
災害救援実動演習（ARF-D

Disaster Relief Exercise
iREx）が実施されて

おり、防衛省・自衛隊からも、隊員、航空機など
を派遣している。15（同27）年5月には、マレー
シアにおいて4回目となるARF-DiREx2015が
行われ、防衛省・自衛隊は、人員約10名を派遣し
た。

ARF-DiRExにおいて模擬患者に対し医療活動の訓練を行う海自隊員

	3	 �防衛省・自衛隊が主催している多国間安全
保障対話

（1）日ASEAN防衛担当大臣ラウンドテーブル
13（同25）年12月の日ASEAN特別首脳会議に

おける安倍内閣総理大臣の提案に基づき、14（同
26）年11月、ミャンマーにおいて、日ASEAN防
衛担当大臣ラウンドテーブルを開催した。人道支
援・災害救援や海洋安全保障といった、非伝統的
安全保障分野における協力について意見交換を
行った本ラウンドテーブルは、40年以上に及ぶ日
ASEAN友好・協力の歴史において、初めて防衛
担当大臣が一堂に会した画期的な機会であり、今
後の防衛協力の強化に向けた重要な一歩となった。

日ASEAN防衛担当大臣ラウンドテーブル（初開催）における
江渡防衛大臣（当時）（右から6人目）

3	 毎年、外相級の閣僚会合のほかに、高級事務レベル会合（SOM：Senior Officials’ Meeting）および会期間会合（ISM：Inter-Sessional Meeting）が開か
れるほか、信頼醸成措置および予防外交に関する会期間支援グループ（ISG on CBM/PD：Inter-Sessional Support Group on Confidence Building 
Measures and Preventive Diplomacy）、ARF安全保障政策会議（ASPC：ARF Security Policy Conference）などが開催されている。また、02（平成
14）年の閣僚会合以降、全体会合に先立って、ARF防衛当局者会合（DOD：Defense Officials’ Dialogue）が開催されている。

4	 わが国は11（平成23）年、インドネシアおよびニュージーランドとともに第3回会期間会合を東京で共催した。

拡大ASEAN国防相会議（ADMMプラ
ス）の組織図および概要図表Ⅲ-3-1-5

拡大ASEAN国防相会議
（ADMMプラス）

高級事務レベル会合
（ADSOMプラス）

ADSOMプラスWG
専門家会合
（EWG）

・2年ごとに開催
・閣僚級

＜参加国＞
ASEAN＋オーストラリア、
中国、インド、日本、韓国、
ニュージーランド、ロシア、米国

・年次開催
・次官・局長級

・年次開催
・課長級

　専門家会合（EWG）の概要
★　6つの特定分野ごとに設置
★　ASEAN域外国との共催
★　情報共有、ワークショップ、セミナーの開催、共同訓練の促進
★　勧告･報告書の提出

　専門家会合（EWG）と議長国
①　人道支援・災害救援：ラオス、日本
②　海洋安全保障：ブルネイ、ニュージーランド
③　防衛医学：タイ、ロシア
④　対テロ：シンガポール、オーストラリア
⑤　PKO：カンボジア、韓国
⑥　地雷処理：ベトナム、インド
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（2）東京ディフェンス・フォーラムなど
防衛省は、96（同8）年から地域諸国の防衛政

策担当幹部（国防省局長、将官クラス）を対象と
する「アジア太平洋地域防衛当局者フォーラム

（東京ディフェンス・フォーラム）」を毎年開催し、
各国の防衛政策や防衛分野での信頼醸成措置への
取組について意見交換を行っている。

15（同27）年3月に開催された第19回フォー
ラムでは、アジア太平洋地域の24か国、ASEAN
事 務 局、欧 州 連 合（E

European Union
U）、赤 十 字 国 際 委 員 会

（I
International Committee of the Red Cross
CRC） お よ び 国 連 人 道 問 題 調 整 部

（U
United Nations Office for the Coordination of Humanitarian Affairs

NOCHA）の参加を得て、①「海洋安全保障を
促進するために」および②「多国間協力枠組みの
シナジー」を議題として議論を行った。

また、01（同13）年より、わが国の安全保障・
防衛政策、自衛隊の現状などに関する理解を促進
することを目的として、アジア太平洋地域の国か
ら、主に安全保障政策の関係者をわが国に招へい
している。

（3）日ASEAN諸国防衛当局次官級会合
日ASEAN間の次官級の人脈の構築を通じて二

国間・多国間の関係強化を図るため、09（同21）
年より毎年、防衛省主催で日ASEAN諸国防衛当
局次官級会合を開催するとともに、あわせて二国
間の次官級会談も行っている。14（同26）年10
月に第6回会合が横浜で開催され、ASEAN諸国
およびASEAN事務局の次官クラスの参加を得

て、①「海洋における防衛協力を促進するために」
および②「海洋における新たな協力の可能性－装
備・技術協力、能力構築の観点から」について意
見交換を行った。また、防衛事務次官がブルネイ、
カンボジア、ミャンマーなどの参加者との二国間
の次官級会談をそれぞれ行った。

	4	 その他

（1）民間機関主催の国際会議
安全保障分野においては、民間機関主催の国際

会議も開催され、中長期的な安全保障上の課題の
共有や意見交換などが行われている。主な国際会
議として、I

The International Institute for Strategic Studies
ISS（英国国際戦略研究所）が主催す

る、IISSアジア安全保障会議（シャングリラ会
合）5およびIISS地域安全保障サミット（マナーマ
対話）がある。

15（同27）年5月に開催されたシャングリラ会
合の第14回会議では、中谷防衛大臣が、第2全体
セッション「アジアにおける安全保障協力の新し
い形」においてスピーチを行ったほか、参加国と
の二国間・三国間会談を行い、日本の安全保障政
策について説明するとともに、地域情勢や防衛協
力などについて意見交換を行った。マナーマ対話
は、中東諸国の外務・防衛当局などの関係者を中
心に、安全保障に関して意見交換を行う国際会議
であり、バーレーンのマナーマで開催されている。
わが国にとって中東地域の安定はエネルギー安全
保障、シーレーンの安全と安全確保の観点からき
わめて重要であり、防衛省としては、05（同17）
年の第2回会議以降、毎回参加している。

（2）各軍種間における取組
ア　アジア太平洋諸国参謀総長等（C

Chief of Defense
HOD）会議

CHODは、主にアジア太平洋諸国の参謀総長
などが一堂に会し、地域の安全保障に関するテー
マについて自由に意見交換を行うとともに、あわ
せて行われる二国間会談などを通じて、域内各国
の相互信頼醸成および安全保障上の関係強化を図

5	 諸外国の国防大臣クラスを集めて防衛問題や地域の防衛協力についての議論を行うことを目的として開催される多国間会議であり、民間研究機関である英
国の国際戦略研究所の主催により始まった。02（平成14）年の第1回から毎年シンガポールで開催され、会場のホテル名からシャングリラ会合（Shangri-La 
Dialogue）と通称される。

第6回日ASEAN諸国防衛当局次官級会合（横浜）で議長を務める
德地防衛審議官（写真中央）
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ることを目的として開催されている。わが国は
98（同10）年の第1回会議以来、継続的に参加し
ており、04（同16）年には、わが国は米太平洋軍
と第7回会議を共催した。また、近年では14（同
26）年11月に、第17回会議がブルネイで開催さ
れ、統幕長が参加した。
イ　豪州陸軍本部長会議（C

Chief of Army’s Exercise
AEX）

CAEXは、豪陸軍の主催により隔年で開催され、
アジア太平洋地域の陸軍種などの長および有識者
が参加して、地域の陸軍種の課題などについて幅
広く意見交換を行う場である。陸自は12（同24）
年に初参加し、14（同26）年9月のCAEX2014に
は、陸幕長が参加して講演を行った。

ウ　西太平洋海軍シンポジウム（W
Western Pacific Naval Symposium

PNS）
WPNSは、88（昭和63）年以降、西太平洋地域

の海軍参謀総長などの参加を得て隔年で開催さ
れ、海洋安全保障に関して幅広く議論している。
海自は、90（平成2）年の第2回以降継続して参
加しており、近年では14（同26）年4月に中国の
主催により青島で開催され、海幕長が参加した。
エ�　太平洋地域空軍参謀総長等シンポジウム
（P

Pacific Air Chiefs Symposium
ACS）など

PACSは、米国の主催により、各国空軍参謀総
長などが意見交換を行うことで、域内各国の相互
理解を促進するとともに、安全保障上の関係を強
化することを目的として隔年で開催されている。

14（平成26）年10月、空自は創設60周年記念
行事の一環として、7か国から合計8名の空軍参
謀長や司令官を招へいし、5日間の日程でシンポ
ジウム、総理大臣表敬、航空観閲式参観などを含
む空軍参謀長等招へい行事（A

Air Chiefs' Dialogue in Japan
CDJ）を実施した。

空幕長は訪日した空軍参謀長などと個別に二者
会談を実施し、相互の関係を強化していくこと、
そのために様々なレベルでの対話を一層促進する
ことで一致した。
同行事最大のイベントであるシンポジウムは、「将来の空軍力」をテーマに開催した。防衛副
大臣および空幕長の開会挨拶の後、参加各国から、科学技術と空軍力との関係や、将来の空軍
力の役割などについて発表がなされた。特に、空における秩序維持のため国際法を尊重してい
くことの重要性について、認識が共有された。
続いて、首相官邸において総理大臣を表敬した。安倍内閣総理大臣から「エア・パワーの役
割がますます高まる中、地域の平和と安定に大きな役割を果たす皆様をお迎えすることは意義
深い。」と発言があり、女性初の米太平洋空軍司令官であるロビンソン米空軍大将から訪問団を
代表して謝辞を述べた。さらに、防衛省・自衛隊創設60周年記念航空観閲式では、整斉と飛行
する空自航空機などを観覧した。
このように、多数の空軍参謀長などが交流する行事をわが国が主催したことは、防衛協力・
交流を推進するうえできわめて有益である。今後も、あらゆる機会を通じ、自衛隊に対する理
解促進や各国とのさらなる関係強化のため、防衛協力・交流を継続していくことが重要である。

解 説 空自創設60周年記念空軍参謀長等招へい行事について

首相官邸で安倍内閣総理大臣を表敬した
空軍参謀長・司令官など
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空自は、89（同01）年の第1回以来、13（同25）
年の第13回を除き、継続的に参加しており、14

（同26）年3月はワシントンD.C.などで開催さ
れ、空幕長が参加した。

また、空自は、14（同26）年10月、創設60周
年記念行事の一環として、空軍参謀長等招へい行
事（A

Air Chief’s Dialogue in Japan
CDJ）を主催6した。

	3	 能力構築支援をはじめとする実践的な多国間安全保障協力の推進
	1	 能力構築支援への積極的かつ戦略的な取組

（1）能力構築支援実施の意義
近年、重要性が認識されている能力構築支援

（キャパシティ・ビルディング）は、平素から継続
的に安全保障・防衛関連分野7における人材育成
や技術支援などを行い、支援対象国自身の能力を
向上させることにより、地域の安定を積極的・能
動的に創出し、グローバルな安全保障環境を改善
するという発想に基づく取組であり、能力構築支

援に取り組むことは、①支援対象国が、自らグ
ローバルな安全保障環境の改善に貢献することを
可能にする、②支援対象国との二国間関係の強化
が図られる、③他の支援国との関係強化につなが
る、④地域の平和と安定に積極的・主体的に取り
組むわが国の姿勢が、国民や支援対象国に認識さ
れることにより、防衛省・自衛隊および日本全体
への信頼が向上する、といった意義がある。

また、こうした取組は自衛隊自体の能力向上に
もつながるものである。

（2）具体的な活動
長期派遣事業は、講義や実習など、規模が大き

く体系的な人材育成などを行うため、比較的長期
にわたり、事務官、自衛官、N

Non–Governmental Organization
GOなどの要員から

なるチームを派遣するものであり、これまでに東
ティモール、カンボジアおよびモンゴルにおいて
活動を行った。

6	 オーストラリア、インド、インドネシア、シンガポール、英国、ベトナムの空軍参謀長等および米国から、太平洋空軍司令官および第5空軍司令官が出席した。
7	 人道支援・災害救援、地雷・不発弾処理、防衛医学、海洋安全保障、国連平和維持活動など

ベトナムにおいて、潜水医学に関する講義を行う海自隊員（短期派遣事業）

モンゴルにおいて、計測器材の使用法について講義を行う陸自隊員
（長期派遣事業）

招へい者（フィリピン空軍）に対し、
投下物資の固縛要領について説明する空自隊員
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短期派遣事業は、セミナーにおける講義などを
行うため、知見を有する自衛官などを短期間派遣
するものであり、これまでに、防衛省・自衛隊は、
モンゴル、ベトナム、インドネシア、パプアニュー
ギニアおよびミャンマーに自衛官などを派遣した。

要員の招へいは、相手国側の実務者などを招待
し、わが国において行う教育訓練などを視察・研
修させるものであり、これまでに、防衛省・自衛
隊は、ベトナム、モンゴル、インドネシア、東ティ
モール、カンボジアおよびフィリピンから軍関係
者を招へいした。

図表Ⅲ-3-1-6（能力構築支援事業の活動状況）
資料58（要員の招へいの状況）

	2	 パシフィック・パートナーシップ

07（平成19）年より行われているパシフィッ
ク・パートナーシップ（P

Pacific Partnership
P）は、米海軍を主体と

する艦艇が域内各国を訪問して、医療活動、土木
事業および文化交流などを行い、各国政府、軍、
国際機関およびNGOとの協力を通じ、参加国の
連携強化や国際災害救援活動の円滑化などを図る
活動である。わが国は、07（同19）年以降、自衛
隊医官や部隊などを派遣している。

15（同27）年は、5月から、フィジー、パプア
ニューギニアおよびフィリピンに自衛隊医療要
員、陸自施設要員および海自艦艇を派遣してお
り、8月まで活動することとしている。

参 照
参 照

能力構築支援事業の活動状況図表Ⅲ-3-1-6

１　車両整備技術に関する
人材育成

期間：2012.12 ～ 2013.3
対象：東ティモール軍司令部など
派遣要員：陸×2、内×1、民×4

４　施設分野に関する人材育成
期間：2013.1 ～ 3
対象：カンボジア国家平和維持・

地雷処理爆発性戦争残存
物除去センター

派遣要員：陸×4、内×1、民×6

６　施設分野に関する人材育成
期間：2014.10 ～ 11
対象：カンボジア軍PKO訓練校
派遣要員：陸×3、内×1

７　施設分野に関する人材育成
期間：2014.6 ～ 7
対象：モンゴル軍工兵部隊
派遣要員：陸×9、内×1、民×3

９　衛生分野に関するセミナー
期間：2014.7
対象：モンゴル軍施設部隊
派遣要員：陸×3、内×2

10　施設分野に関する人材育成
（現地調査）

期間：2013.6
対象：モンゴル軍施設部隊
派遣要員：陸×5、内×3

８　衛生分野に関するセミナー
期間：2012.10
対象：モンゴル軍中央病院の

医官など
派遣要員：陸×2、内×1

５　施設分野に関する人材育成
期間：2013.12 ～ 2014.3
対象：カンボジア国家平和維持・

地雷処理爆発性戦争残存
物除去センター

派遣要員：陸×4、内×1、民×6

２　車両整備技術に関する
人材育成

期間：2013.10 ～ 2014.3
対象：東ティモール軍司令部など
派遣要員：陸×8、内×1、民×6

３　車両整備技術に関する
人材育成

期間：2014.9 ～ 11
対象：東ティモール軍司令部など
派遣要員：陸×8、内×1、民×3

11　施設分野に関する人材育成
（現地調査）

期間：2013.7 ～ 8
対象：モンゴル軍施設部隊
派遣要員：陸×6、内×1

12　潜水医学分野に関する
セミナー

期間：2012.10
対象：ベトナム海軍医官など
派遣要員：海×3、内×1

13　潜水医学分野に関する
セミナー

期間：2013.5
対象：ベトナム海軍医官など
派遣要員：海×2、内×2

14　潜水医学分野に関する
セミナー

期間：2014.3
対象：ベトナム海軍医官など
派遣要員：海×3、内×2

15　潜水医学分野（の概要）に
関するセミナー

期間：2015.3
対象：ベトナム海軍医官など
派遣要員：海×5

16　飛行安全分野に
関するセミナー

期間：2013.9
対象：ベトナム防空・空軍
派遣要員：空×5、内×2

17　飛行安全分野に
関するセミナー

期間：2014.11
対象：ベトナム防空・空軍
派遣要員：空×4、内×1

23　航空気象に関するセミナー
期間：2015.1
対象：ミャンマー空軍
派遣要員：空×4、内×1

22　潜水医学分野に関する
セミナー

期間：2014.12
対象：ミャンマー陸・海軍の医官・

潜水士など
派遣要員：海×4、内×1

24　人道支援・災害救援に
関するセミナー

期間：2015.3
対象：ミャンマー陸軍
派遣要員：陸×2

25　人道支援・災害救援
に関するセミナー

期間：2014.7
対象：パプアニューギニア軍
派遣要員：陸×2、内×1

19　気象海洋業務に関する
セミナー

期間：2013.2
対象：インドネシア海軍

海洋業務センター
派遣要員：海×3、内×1

20　気象海洋業務に関する
セミナー

期間：2013.7
対象：インドネシア海軍

海洋業務センター
派遣要員：海×1、内×2

（海上保安官×1）

21　国際法に関するセミナー
期間：2015.2
対象：インドネシア国防省
派遣要員：空×2、内×1

18　国際法に関するセミナー
期間：2015.2
対象：ベトナム防空・空軍
派遣要員：空×2、内×1

【凡例】
　　　：長期派遣事業
　　　：短期派遣事業
　陸：陸上自衛官
　海：海上自衛官
　空：航空自衛官
　内：内局事務官
　民：民間団体要員

モンゴル

ミャンマー

ベトナム
カンボジア

インドネシア

東ティモール パプアニューギニア

19～21

8～11

4～6

1～3

22～24

12～18

25

7
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	3	 多国間共同訓練

（1）アジア太平洋地域での多国間共同訓練の意義
アジア太平洋地域では、00（同12）年より、従

来から行っていた戦闘を想定した訓練に加え、人
道支援・災害救援、非戦闘員退避活動（N

Non-combatant Evacuation Operation
EO）な

どの非伝統的安全保障分野を取り入れた多国間で
の訓練への取組を始めるようになった。

このような多国間の共同訓練に参加し、また主
催することは、自衛隊の各種技量の向上はもとよ
り、関係国間の各種調整や意見交換を通じ、協力
の基盤を作るうえで重要であり、防衛省・自衛隊
としても、引き続き、これらの訓練に積極的に取
り組んでいる。

資料59（多国間共同訓練の参加など（最近3年間））

（2）多国間共同訓練への取組
ア　多国間共同訓練の主催・参加

02（同14）年4月、第2回西太平洋潜水艦救難
訓練を海自は初めて主催し、同年10月にも海自
が多国間捜索・救難訓練を主催した。11（同23）
年3月には、ARFの枠組みで2回目となる災害救

援実動演習（ARF-DiREx2011）をわが国とイン
ドネシアが共催した。また、13（同25）年9月、
海自が第6回西太平洋潜水艦救難訓練を主催し
た。

さらに、自衛隊は、05（同17）年以降、毎年、
米・タイ共催の多国間共同訓練（コブラ・ゴール
ド）に参加している。15（同27）年2月に行われ
た「コブラ・ゴールド15」では、指揮所演習、在
外邦人等輸送訓練、人道・民生支援活動の衛生部
門に参加した。また、自衛隊は、10（同22）年以
降、米国の提唱する国連平和維持活動にかかる多
国間共同訓練G

Global Peace Operations Initiative
POIキャップストーン演習に参加

している。14（同26）年8月インドネシアで行わ
れた「ガルーダ・シャンティ・ダーマ」では幕僚
訓練、実動訓練および幹部セミナーに参加した。

陸自は14（同26）年6月、米・モンゴル共催の
多国間共同訓練（カーン・クエスト14）に参加し
た。海自は、同年10月、米国における多国間共同
訓練（TGEX KOA KAI EAST）に参加するとと
もに、同年10月～11月の間、アラビア半島周辺
海域で行われた米国主催の国際掃海訓練に参加し
た。空自は、15（同27）年2月、グアムで行われた
日米豪共催による「コープ・ノース・グアム15」
に参加するとともに、多国間共同訓練である「人
道支援・災害救援（HA/DR）訓練」に参加した。
イ　多国間における机上演習など

01（同13）年9月、わが国で行った第4回日露
捜索・救難共同訓練に、アジア太平洋地域の8か
国からオブザーバーの参加を得て以来、諸外国か
らのオブザーバーの招へいにも取り組んでいる。

また、陸自は、02（同14）年以降、多国間協力

参 照

コブラ・ゴールド15における在外邦人等輸送訓練の様子

コープ・ノース・グアム15における日米豪の航空機（グアム島上空） 陸自が主催したアジア太平洋地域多国間協力プログラム（MCAP）の様子
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の一環として、毎年、アジア太平洋地域多国間協
力プログラム（M

Multinational Cooperation program in the Asia Pacific
CAP）を主催し、関係各国の実

務者を招へいしている。14（同26）年11月には、
アジア太平洋地域から過去最多となる26か国お
よび行政機関などの組織から参加を得て、「人道

支援・災害救援における現地での多国間調整の在
り方」をテーマとしたグループ討議および震災対
処訓練「みちのくALERT2014」の研修などを
行った。

	4	 各国との防衛協力・交流の推進
わが国にとって、アジア太平洋地域およびグ

ローバルな安全保障環境を改善し、わが国の安全
と繁栄を確保するためには、日米同盟を基軸とし
つつ、二国間および多国間の対話・協力・交流の
枠組みを多層的に組み合わせてネットワーク化し
て行くことが重要である。このため、防衛省・自
衛隊は、各国・地域の特性を踏まえ、多層的な防
衛協力・交流をさらに推進している。

	1	 日豪防衛協力・交流

（1）オーストラリアとの防衛協力・交流の意義など
オーストラリアは、わが国にとってアジア太平

洋地域の重要なパートナーであり、同じ米国の同
盟国として、普遍的価値8のみならず、戦略的利益
や関心を共有している。特に、近年、両国は、アジ
ア太平洋地域において責任ある国として、災害救
援や人道支援活動などの分野を中心とした相互協
力を強化している。日豪間の防衛協力・交流は、
07（平成19）年3月、米国以外では初の安全保障
に特化した共同宣言である「安全保障協力に関す
る日豪共同宣言」を発表して以来、着実に進展し
ており、現在ではより実際的・具体的な協力の段
階に移行している。

10（同22）年5月、第3回日豪外務・防衛閣僚
協議（「2＋2」）において、日豪物品役務相互提供
協定（A

Acquisition and Cross-Servicing Agreement
CSA）9および日豪ACSAに基づく手続取

決めの署名が行われ、13（同25）年1月に発効し
た。これにより国際平和協力活動などにおいて、
自衛隊と豪軍が物品や役務を相互に提供できるよ
うになった。また、13（同25）年3月には、日豪

情報保護協定が発効し二国間の情報共有の基盤が
整備されたことから、さらなる二国間協力の強化
が期待される。

さらに、12（同24）年9月、第4回日豪「2＋2」
会合において、「共通のビジョンと目標」と題する
共同声明を発出し、日豪の防衛協力を一層拡大す
ることで一致した。

（2）最近の主要な防衛協力・交流実績など
政策面では、12（同24）年9月の日豪防衛相会

談の合意に基づき、能力構築支援分野における人
材交流として、15（同27）年2月から豪国防省職
員が防衛省に派遣されるとともに、同年6月から
は、防衛省職員を豪国防省に派遣している10。また、
防衛装備・技術協力に関する議論の枠組みとし
て、次官級協議や実務レベルの協議を設けること
で一致した。さらに、平成26年度より、日豪・日
米豪間の防衛協力をさらに強化するため、内部部
局に「日豪防衛協力室」を新設した。

14（同26）年7月、安倍内閣総理大臣は、ア
ボット首相との日豪首脳会談において、両国の関
係を「21世紀のための特別な戦略的パートナー
シップ」と位置づけ、日豪防衛装備品・技術移転
協定に署名するとともに、同年6月の第5回日豪

「2＋2」会合で合意した日豪防衛協力のための提
案を承認した。同提案は、訓練・演習の拡充、人
的交流の拡張および人道支援・緊急援助、海洋安
全保障、平和維持、能力構築および米国との三国
間協力を通じて、二国間の安全保障・防衛関係を
深化させるとともに、共同運用と訓練を円滑化す
べく行政的、政策的および法的手続を相互に改善

8	 普遍的価値：国家安全保障戦略（平成25年12月17日　国家安全保障会議決定　閣議決定）においては、「自由、民主主義、基本的人権の尊重、法の支配など」
を普遍的価値としている。

9	 正式名称：日本国の自衛隊とオーストラリア国防軍との間における物品又は役務の相互の提供に関する日本国政府とオーストラリア政府との間の協定
10	 豪国防省からの防衛省への職員の派遣期間は約18か月間を予定。なお、前回は、13（平成25）年7月から約3か月の間、派遣された。また、防衛省職員の豪

国防省への派遣期間は約3か月間を予定
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する協定の作成に向けて、交渉を開始することを
決定したものである。また、同年10月の日豪防衛
相会談においては、上記の共同声明で承認された
日豪防衛協力強化のための提案事項を進め、今
後、日豪・日米豪の共同訓練強化に向けた検討を
進めていくことに合意した。

15（同27）年5月、第14回シャングリラ会合
に際して行われた日豪防衛相会談においては、中
谷防衛大臣より、豪州将来潜水艦プログラムに関
し、わが国として具体的にいかなる協力が可能か
詳細に検討するため、民間企業の参画を得て、豪
州政府と協議を開始する旨決定したことを伝え、
アンドリューズ豪国防大臣から謝意の表明があっ
た。また、両大臣は共同訓練などを通じて日豪防
衛協力を強化していく必要性について一致した。
さらに、同年6月、東京において行われた日豪防
衛相会談においては、日豪の防衛政策や防衛協力
の進展状況を確認するとともに、今後の日豪の防
衛協力について意見交換を行い、両大臣は、潜水
艦協力に関し今後とも緊密に協議していくことお
よび南シナ海における力による一方的な現状変更
に対して強く反対し、中国による埋め立てに対す
る深刻な懸念を共有し、国際法に従った解決を求
めていくことで一致した。

軍種間では、14（同26）年8月に統幕長が国軍
司令官と、同年9月には、陸幕長が陸軍本部長と、
同年11月には海幕長が海軍本部長と、15（同27）
年2月には空幕長が空軍本部長とそれぞれ会談
し、相互理解および信頼・友好関係の増進を図っ
た。

運用面では、12（同24）年、日豪の防衛当局が、
自衛隊要員と豪国防軍要員の平和維持活動におけ
る協力の強化について合意したことを受け、同年
8月より、U
United Nations Mission in the Republic of South Sudan

NMISSへの支援において、豪軍要員
2名が自衛隊の対外調整班（派遣当時は現地支援
調整所）において業務調整を行っている。また、
フィリピン台風被害およびマレーシア航空機消息
不明事案に対する国際緊急援助活動での協力を通
じ、日豪の戦略的パートナーシップは一層強固な
ものとなった。このような日豪の協力の円滑化・

強化は、アジア太平洋地域の平和と繁栄に貢献す
るとともに、協力を通じた域内秩序の形成や国連
P
UN Peacekeeping Operations
KOなどの国連を中心とする国際平和のための

努力にも資することが期待される。
訓練・演習では、14（同26）年8月、豪海軍主

催の多国間海上共同訓練「カカドゥ14」に、海自
の艦艇および航空機が参加した。また、同年10
月、アルバニー船団100周年記念11式典に護衛艦

「きりさめ」が参加した。
さらに、オーストラリアの将来潜水艦プログラ

ムに関する日本の協力の可能性についての検討な
ど、多面的な装備・技術協力についても検討を進
めることとしている。

Ⅲ部2章4節2項（新たな防衛装備・技術協力の構築）
資料60（最近の日豪防衛協力・交流の主要な実績（過去
3年間））

（3）日米豪の協力関係
日本とオーストラリアは、ともに米国の同盟国

であると同時に、普遍的価値を共有しており、ア
ジア太平洋地域および国際社会が直面する様々な
課題の解決のため、緊密に協力している。このよ
うな協力を効果的・効率的なものとするために
は、地域の平和と安定のために不可欠な存在であ
る米国を含めた日米豪三か国による協力を積極的
に推進することも重要である。

07（同19）年4月以降、計6回にわたって、三
か国の局長級会合である日米豪安全保障・防衛協

参 照
参 照

11	 第一次世界大戦に赴くオーストラリア・ニュージーランド合同軍団（ANZAC）部隊を乗せ、日本海軍巡洋艦「伊吹」が護衛した最初の船団の出発100周年
を記念するもの

豪空軍主催空軍参謀長等シンポジウムにおける日米豪の空軍参謀長等
（左：ブラウン豪空軍本部長、中央：ロビンソン米太平洋空軍司令官、

右：齊 空幕長）
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力会合（S
Security and Defense Cooperation Forum

DCF）が行われ、三か国間の防衛協力
の協調的推進などについて協議を行った。また、
15（同27）年5月には、第14回シャングリラ会
合に際して日米豪防衛相会談を行った。地域の安
全保障情勢や共同訓練、能力構築支援を通じた防
衛協力などについて意見交換し、東シナ海および
南シナ海における力による一方的な現状変更に対
し強く反対するとともに、南シナ海における中国
による埋め立てに対し、深刻な懸念を表明した。

訓練・演習では、海自、米海軍および豪海軍が、
14（同26）年8月にグアム周辺海空域において、
同年9月にはハワイ周辺海空域において共同訓練
を実施した。15（同27）年2月には、空自、米空
軍および豪空軍が共同訓練（コープ・ノース・グ
アム15）を行うとともに、同年5月には、陸自、
米陸軍および豪陸軍による共同訓練（サザン・
ジャッカルー）を実施した。また、14（同26）年
11月 に は、陸 自 の 震 災 対 処 訓 練「 み ち の く
ALERT2014」に、米陸軍および米海兵隊に加え、
豪軍要員が参加し、国内では初の日米豪共同訓練
を実施した。

防衛政策局国際政策課　タラ・ボイド（Tara Boyd）
オーストラリア国防省から参りましたタラ・ボイドです。15（平成27）年2月から防衛省の
国際政策課能力構築支援室で1年半働く予定です。防衛省・自衛隊において、持続的かつ生産
的な、実務レベルの関係を築くことを通じ、日豪間の人的交流の深化に貢献したいと思ってい
ます。防衛省と日本の政策立案過程をよりよく理解し、二国間で納得のいくような防衛協力の
推進を支援することを望みます。能力構築支援室で働くことで、東南アジア、太平洋地域で日
本とオーストラリアが共同で行う防衛協力事業について、積極的に情報交換を行い、両国が連
携して努力していける機会を見つけていきたいと思っています。
私は防衛省での経験を非常に楽しんでおります。

幸運なことに、中谷防衛大臣を始め、防衛省内の至
る所で、数多くの高級幹部の方々に会う機会を頂き
ました。国際政策課の職員の皆さんは私を温かく迎
え入れてくださり、私のどんな質問に対しても親身
になって答えてくださいます。日本語のみの職場環
境で働くことには時々難しさを感じますが、毎日懸
命に努力しています。この地域における日本の能力
構築支援事業に携われることを楽しみにしています。

VOICE 防衛省職員としての抱負

中谷防衛大臣と筆者

サザン・ジャッカルーの小隊訓練において豪軍と調整する陸自隊員

アルバニー船団100周年記念式典において、市内を行進する海自隊員
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	2	 日韓防衛協力・交流

（1）韓国との防衛協力・交流の意義など
韓国は、わが国にとって最も重要な隣国であ

り、地政学的にもわが国の安全保障にとってきわ
めて重要な国である。また、米国の同盟国として、
その戦略的利害関係の多くが共通している。この
ため、時に困難な問題が起きるとしても、両国が、
安全保障面において緊密に連携することは、アジ
ア太平洋地域における平和と安定にとって大きな
意義がある。

さらに、日韓両国が直面している安全保障上の
課題は、北朝鮮の核・ミサイル問題のみならず、
テロ対策や、PKO、大規模自然災害への対応、海
賊対処、海洋安全保障など、広範にわたる複雑な
ものとなってきている。これらの課題に両国が効
果的に対応するためには、より広範かつ具体的な
防衛協力・交流を行っていくことが重要である。

このような認識のもと、11（同23）年1月の防
衛相会談においては、PKO、人道支援・災害救援
活動、捜索救難訓練などの分野において、水、食
料、燃料などを相互に支援できるよう、ACSAに
ついて意見交換を進めていくことで一致した。さ
らに、情報保護協定の内容について両国の防衛当
局間で意見交換を進めていくことで一致した。

（2）最近の主要な防衛協力・交流実績など
14（同26）年10月、防衛審議官が訪韓し、韓

国国防部主催の国際会議「ソウル安保対話」
（S

Seoul Defense Dialogue
DD）に出席し、白

ペク・スンジュ

承周国防次官と日韓次官級
会談を行った。会談では、日韓防衛協力・交流に
ついて議論したほか、安全保障法制の整備や日米
ガイドラインの見直しなど、わが国の安全保障に
関する取組について説明を行った。また、15（同
27）年4月には、約5年ぶりとなる外務・防衛実
務レベルによる日韓安保対話がソウルで開催さ
れ、両国の安全保障政策や防衛政策について意見
交換を行った。さらに、同年5月、第14回シャン
グリラ会合に際して、中谷防衛大臣は、韓

ハン・ミング

民求国
防部長官と4年ぶりとなる日韓防衛相会談を行

い、両国を取り巻く安全保障環境について認識を
共有し、両国の防衛政策について意見交換を行っ
た。また、自衛隊観艦式への韓国海軍艦艇の参加
や、日韓捜索・救難共同訓練の年内実施など、具
体的な防衛協力、交流について協議し、韓国側か
らは前向きな反応を得た。

訓練・演習では、海自が13（同25）年12月に
九州西方海域において日韓捜索・救難訓練を実施
し、韓国海軍との連携強化を図った。

資料61（最近の日韓防衛協力・交流の主要な実績（過去
3年間））

（3）日米韓の協力関係
日韓両国は、アジア太平洋地域の平和と安定に

とって不可欠な米国と同盟関係にあることから、
日米韓三か国での協力も進展している。

14（同26）年7月、ハワイにおいて、統幕長、
米国統合参謀本部議長および韓国合同参謀本部議
長による初の日米韓参謀総長級会談を行い、北朝
鮮による核およびミサイルの脅威など深刻化する
安全保障情勢や日米韓三か国の連携強化に向けた
方策などについて幅広く議論した。また、同年12
月、日米韓三か国の防衛当局は、「日米韓情報共有
に関する防衛当局間取決め12」に署名した。三か
国の防衛当局は、この取決めのもと、北朝鮮の核
およびミサイルの脅威に関する秘密情報の共有が
可能となった。

さらに、15（同27）年5月、第14回シャングリ
ラ会合に際して、日米韓防衛相会談を行い、北朝
鮮を含む地域情勢や日米韓防衛協力について協議
し、共同声明を発表した。会談では、北朝鮮の核
兵器と核兵器の運搬手段の保有および開発の継続
は認めないという不変の立場を再度強調するとと
もに、三か国の安全保障上の問題について引き続
き協議を行うことを決定し、民主主義と安全保障
上の共通する利益に基づき、三か国の協力を進め
ていくことで一致した。

訓練・演習では、14（同26）年7月に、海自が
九州西方海域において、捜索・救難などにかかる
日米韓共同訓練を実施し、三か国の連携・協力の

参 照

12	 正式名称：北朝鮮による核及びミサイルの脅威に関する日本国防衛省、大韓民国国防部及びアメリカ合衆国国防省の間の三者間情報共有取決め
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強化を図った。また、陸自は、同年12月および
15（同27）年4月に実施した初級幹部交流などを
通じ、将来を担う若年幹部レベルから関係強化を
図っている。このように地域の平和と安定に寄与
するため、日米韓三か国の協力関係を一層発展さ
せていくことが重要である。

	3	 日印防衛協力・交流

（1）インドとの防衛協力・交流の意義など
インドは、世界最大となることが見込まれてい

る人口と、高い経済成長や潜在的経済力を背景に
影響力を増しており、わが国と中東、アフリカを
結ぶシーレーン上のほぼ中央に位置するなど、地
政学的にきわめて重要な国である。また、インド
とわが国は、普遍的価値13を共有するとともに、
アジアおよび世界の平和と安定、繁栄に共通の利
益を有しており、特別な戦略的グローバル・パー
トナーシップを構築している。このため、近年、日
印両国は安全保障分野での関係も強化している。

08（同20）年10月には日印首脳間で「日印間
の安全保障協力に関する共同宣言」が署名された。
安全保障に特化した共同宣言は、米国、オースト
ラリアに次いで三か国目であり、防衛大臣・次
官・幕僚の各レベルでの会合・協議や、二国間お
よび多国間の訓練を含む軍種間交流、教育・研究
交流など、日印間の安全保障分野での協力の指針
となるものである。

また、09（同21）年12月には、日印両首脳間
で日印間の安全保障協力を促進するための「行動
計画」を策定した。同計画では、海賊対処におけ
る協力や、海上における共同訓練の実施など、海
洋安全保障における協力を実際に推進するための
項目が盛り込まれた。

（2）最近の主要な防衛協力・交流実績など
13（同25）年5月の日印首脳会談では、「日印

間の安全保障協力に関する共同宣言」に基づき、
両国の防衛協力が拡大していることを歓迎すると
ともに、海自とインド海軍の間の二国間訓練の定

期的かつ頻繁な実施や、US-2救難飛行艇にかか
る二国間協力についての合同作業部会（J

Joint Working Group
WG）の

設置を決定する共同声明に署名した。
14（同26）年9月、モディ首相が来日し、日印

首脳会談を実施した。同会談において、両首脳は、
両国の関係を特別な戦略的グローバル・パート
ナーシップに引き上げるため、①外務・防衛次官
による「2＋2」を強化する方途の検討、②防衛分
野における協力及び交流の覚書の署名の歓迎、③
日印二国間の海上共同訓練の定例化、④印米海上
共同訓練（マラバール）への日本の継続参加、⑤
防衛装備・技術協力の推進を目的とした両国間の
事務レベルの協議の開始、⑥US-2救難飛行艇に
関するJWGでの議論の加速を指示することで一
致した。また、同月、モディ首相の来日中に署名
された日印防衛協力及び交流の覚書においては、
両防衛大臣間の定期的な会合を含むハイレベル交
流、二国間海上訓練、幕僚協議などの軍種間交流、
非伝統的安全保障分野における協力、教育および
研究交流、防衛装備・技術協力などの実施につい
て合意した。さらに、15（同27）年3月の日印防
衛相会談においては、US-2救難飛行艇に関する
協力に向けた協議など防衛装備協力に関して、早
期の進展を図るよう努力すること、二国間の海上
訓練を始め、陸空の協力も定期的に継続していく
ことで一致した。

演習・訓練では、14（同26）年7月、海自が、
四国南方から沖縄東方海域で実施された第3回日
米印共同訓練に参加し、対潜戦や立入検査などを
演練するとともに、米印海軍との協力関係の強化
を図った。

Ⅲ部2章4節2項（新たな防衛装備・技術協力の構築）
資料62（最近の日印防衛協力・交流の主要な実績（過去
3年間））

日米印共同訓練を実施中の海自、米海軍およびインド海軍の艦艇

参 照
参 照

13	 脚注8参照
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	4	 日中防衛交流・協力

（1）中国との防衛交流・協力の意義など
わが国と中国との安定的な関係は、アジア太平

洋地域の平和と安定に不可欠の要素であり、大局
的かつ中長期的見地から、安全保障を含むあらゆ
る分野において、日中で「戦略的互恵関係」を構
築し、それを強化できるよう取組んでいく必要が
ある。特に、中国が、地域の平和と安定および繁
栄のために責任ある建設的な役割を果たし、国際
的な行動規範を順守し、急速に拡大する国防費を
背景とした軍事力の強化に関して、開放性および
透明性を向上させるよう引き続き促していく。

その一環として、防衛交流の継続・促進により、
中国の軍事・安全保障政策の透明性の向上を図る
とともに、不測の事態の発生の回避・防止のため
の枠組みの構築を含めた取組を推進する。

（2）最近の主要な防衛交流実績など
11（同23）年6月の日中防衛相会談では、両国

の防衛当局間で冷静に対話を進め、日中防衛交流
を安定的に推進することが「戦略的互恵関係」の
基盤となり、両国の友好・協力関係の強化と防衛
政策などの透明性の向上につながるとの認識で一
致し、引き続き日中防衛交流を発展させることを
確認した。

日中間においては、防衛交流の重要部分として
不測の事態の回避・防止のための取組も進めてい
る。特に、日中防衛当局間の海上連絡メカニズム
を構築することが急務である。そのため、12（同
24）年6月に北京で行われた第3回共同作業グ
ループ協議では、不測の衝突を回避し、海空域に
おける不測の事態が軍事衝突あるいは政治問題に
発展することを防止することを目的として、①年
次会合、専門会合の開催、②日中防衛当局間のハ
イレベル間でのホットラインの設置、③艦艇・航
空機間の直接通信からなる海上連絡メカニズムを
構築することで合意した。

しかしながら、同年9月以降、本プロセスを含む
防衛交流は停滞し、この間、13（同25）年1月の
中国海軍艦艇による海自護衛艦などに対する火器
管制レーダー照射事案、同年11月の、中国による

独自の主張に基づく「東シナ海防空識別区」の設
定、14（同26）年5月および6月の中国戦闘機に
よる自衛隊機への異常な接近などが生起した。

わが国は、不測事態の発生を回避・防止する海
上連絡メカニズムなどの必要性がより高まってい
る状況を踏まえ、早期運用開始を目指し中国側に
働きかけてきたところ、同年9月の日中高級事務
レベル海洋協議第2回会議において、防衛当局間
の海上連絡メカニズムの早期運用開始に向けた協
議を再開することで原則一致した。また、同年11
月の日中首脳会談においても、防衛当局間の海上
連絡メカニズムの早期運用開始に向けて、事務レ
ベルで意思疎通を継続していくことで一致した。
15（同27）年1月、日中防衛当局間の第4回共同作
業グループ協議を実施し、名称を「海空連絡メカ
ニズム」とする方向で調整することに合意したほ
か、同メカニズムの関連内容および技術的問題な
どを議論し、一定の共通認識に達した。加えて双
方は、同協議を踏まえ所要の調整をした上で、同メ
カニズムの早期運用開始に努めることに合意した。
さらに、同年3月、約4年ぶりとなる外務･防衛実
務レベルによる日中安保対話が東京で開催され、
両国の安全保障･防衛政策や防衛交流について意
見交換を行い、「海空連絡メカニズム」についても、
早期運用開始に努めることを改めて確認した。

部隊間交流については、07（同19）年以降、中
国海軍駆逐艦「深

しん

圳
せん

」、同練習艦「鄭
てい

和
わ

」が訪日す
るとともに、海自護衛艦「さざなみ」、同護衛艦

「きりさめ」が訪中した。また、10（同22）年6月
に中国人民解放軍済南軍区司令員が陸自中部方面
隊を訪問するとともに、12（同24）年3月、陸自
中部方面総監が済南軍区を訪問した。14（同26）
年4月には、海幕長が青島を訪問し、西太平洋海
軍シンポジウム（WPNS）本会合に出席した。

今後も、「戦略的互恵関係」構築の一環として、
様々なレベル・分野における対話を通じて、日中
間の信頼関係・相互理解の増進に努めるとともに、
海賊対処など非伝統的安全保障分野における具体
的な協力を積極的に推進することが必要である。

資料63（最近の日中防衛交流・協力の主要な実績（過去
3年間））

参 照
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	5	 日露防衛交流・協力

（1）ロシアとの防衛交流・協力の意義など
ロシアは、欧州、中央アジアおよびアジア太平洋

地域の安全保障に大きな影響力を持ち、かつ、わが
国の重要な隣国でもあることから、日露の防衛交
流を深め、信頼・協力関係を増進させることはき
わめて重要である。防衛省・自衛隊は、様々な分野
で日露関係が進展する中、99（同11）年に作成さ
れた日露防衛交流に関する覚書（06（同18）年改
定）に沿って、各レベルで着実にロシアとの交流を
進めており、外務・防衛当局間による安保協議や、
局長・審議官級の防衛当局間協議をはじめ、日露
海上事故防止協定に基づく年次会合、さらに、捜
索・救難共同訓練などを継続的に行っている。

ロシアとの関係については、ウクライナ情勢な
どを踏まえ、政府としてG

Group of Seven
714の連帯を重視しつ

つ適切に対応しており、その中で防衛省としても
ロシアとの交流について対応してきている。同時
に、隣国であるロシアとの間で、不測の事態や不
必要な摩擦を招かないためにも実務的コンタクト
は絶やさないようにすることが重要であり、防衛
省としては、これらの点を総合的に勘案してロシ
アとの交流を進めていく。

（2）最近の主要な防衛交流実績など
13（同25）年4月に行われた日露首脳会談では、

アジア太平洋地域の役割の増大と、国際的安全保
障分野における大きな変化の中で、日露両国間の
安全保障・防衛分野における協力を拡大すること
の重要性を確認し、閣僚級の外務・防衛当局間の
協議（「2＋2」会合）を立ち上げることで合意し
た。同年11月に実施された初の「2＋2」会合にお
いて、陸軍種間の部隊間交流および演習オブザー
バー相互派遣の定例化、アデン湾における海自と
ロシア海軍の海賊対処部隊間の共同訓練の実施お
よび日露サイバー安全保障協議の定例開催などで
合意した。また、15（同27）年5月に開催された

第14回シャングリラ会合に際して、日露次官級会
談を行い、両国の防衛交流などについて議論した。

14（同26）年10月、海自は15回目となる日露
捜索・救難共同訓練を実施した。また、同年12
月、空自北部航空方面隊司令官が、部隊指揮官交
流としてハバロフスクを訪問した。

資料64（最近の日露防衛交流・協力の主要な実績（過去
3年間））

	6	 東南アジア諸国との防衛協力・交流

東南アジア諸国は、わが国のシーレーンの要衝
を占める地域に位置し、40年以上にわたり、わが
国と密接な経済関係を有している伝統的なパート
ナーである。安全保障上の諸問題に対する信頼・
協力関係を増進させることは、双方にとって有意
義である。また、東南アジア諸国は、ADMMプラ
スやARFのメンバー国であり、アジア太平洋地
域の安全保障環境を安定化させる観点から、多国
間の枠組みでの協力を見据え、各国との信頼・協
力関係を構築することが重要である。

日ASEAN友好協力40周年となった13（同
25）年、安倍内閣総理大臣は対ASEAN外交5原
則15を発表するとともに、ASEAN全10か国を訪
問した。また、日ASEANの間では、新たな協力
分野として非伝統的安全保障分野における防衛装
備・技術協力について意見交換がなされている。

Ⅲ部2章4節2項（新たな防衛装備・技術協力の構築）

（1）インドネシア
15（同27）年3月の日インドネシア首脳会談に

おいて、ジョコ大統領と安倍内閣総理大臣は、海
洋と民主主義に支えられた戦略的パートナーシッ
プの強化に合意した。また、両首脳は、ハイレベ
ル交流に加え、能力構築支援、PKO、災害救援や
防衛装備・技術に関する協力などを含む、防衛分
野の協力・交流に関する覚書への署名を歓迎する
とともに、「日インドネシア外務・防衛閣僚協議」
の開催の意思について再確認した。また、実務レ

参 照

参 照

14	 わが国のほか、米国、英国、フランス、ドイツ、イタリア、カナダ
15	（1）自由、民主主義、基本的人権などの普遍的価値の定着および拡大に向けて、ASEAN諸国とともに努力していく。（2）「力」ではなく「法」が支配する、自

由で開かれた海洋は「公共財」であり、これをASEAN諸国とともに全力で守る。米国のアジア重視を歓迎する。（3）様々な経済連携のネットワークを通じて、
モノ、カネ、ヒト、サービスなど貿易および投資の流れを一層進め、日本経済の再生につなげ、ASEAN諸国とともに繁栄する。（4）アジアの多様な文化、伝
統をともに守り、育てていく。（5）未来を担う若い世代の交流をさらに活発に行い、相互理解を促進する。

第
３
章

安
全
保
障
協
力
の
積
極
的
な
推
進

285 平成27年版 防衛白書

第Ⅲ部 国民の生命・財産と領土・領海・領空を守り抜くための取組



ベルにおいても、11（同23）年11月から開始さ
れた外務・防衛当局間協議、防衛当局間協議、各
種教育・研究交流など、知識・経験の共有に関し
て実績が積み重ねられている。

14（同26）年11月には、インドネシアが米太
平洋軍と共催した「アジア太平洋地域後方補給セ
ミナー」に統幕などの要員が参加し、日本は一部
門の議長国に就任した。こうした取組は、フィリ
ピン台風災害救援などにおける多国間調整を有効
に機能させることにも貢献している。

さらに、インドネシアとの間では、能力構築支
援を通じた協力の強化にも取り組んでいる。

図表Ⅲ-3-1-6（能力構築支援事業の活動状況）

日インドネシア首脳会談における
安倍内閣総理大臣とジョコインドネシア大統領【内閣広報室】

（2）ベトナム
14（同26）年3月の日ベトナム首脳会談におい

て、サン国家主席と安倍内閣総理大臣は、従来の
「戦略的パートナーシップ」関係を「広範な戦略的
パートナーシップ」という新たな協力の次元へと
発展させることで一致した。

11（同23）年10月、両国は、日ベトナム防衛相会
談において、日ベトナム防衛協力・交流に関する覚
書に署名し、ハイレベル交流、次官級対話の定期的
実現および人道支援・災害救援などの分野におけ
る協力を推進していくことで一致した。13（同25）
年9月の日ベトナム防衛相会談では、ベトナムによ
る国連PKO初派遣に向けた協力など、今後とも防
衛協力・交流を積極的に進めることで一致すると
ともに、わが国防衛大臣が初めて南シナ海の戦略的
要衝に位置する軍港であるカムラン湾を視察した。

次官級協議については、12（同24）年11月に

第1回、13（同25）年8月に第2回、15（同27）
年1月に第3回を開催し、地域情勢についての意
見交換や能力構築支援の分野での協力の深化など
について議論した。また、15（同27）年2月には、
ベトナム海軍司令官が来日し、海幕長との間で日
ベトナム海軍種間交流に関する意見交換を行い、
部隊間交流を強化することで一致するとともに、
同年5月には空幕長がベトナムを訪問し、ベトナ
ム防空・空軍司令官などとの間で地域情勢や今後
の防衛協力・交流に関する意見交換を行った。さ
らに、ベトナムとの間では、能力構築支援を通じ
た協力の強化にも取り組んでいる。

今後は、防衛協力・交流の覚書を基礎として、
より具体的・実務的な協力を実現すべく関係を強
化することが重要である。

図表Ⅲ-3-1-6（能力構築支援事業の活動状況）

（3）シンガポール
シンガポールは09（同21）年12月に、わが国

が東南アジア諸国の中で最初に防衛協力・交流の
覚書を署名した国であり、この覚書に基づき協力
関係が着実に進展している。特に、シンガポール
との防衛当局間協議は、東南アジア諸国の間では
最も歴史があり、14（同26）年12月にシンガポー
ルで14回目の協議が開催された。

ハイレベル交流も活発に行われており、12（同
24）年7月、国防次官が来日し、防衛事務次官と
協議を行うとともに、同年10月には、国防大臣が
来日し、日シンガポール防衛相会談を行った。13

（同25）年12月には、武田防衛副大臣（当時）が
シンガポールを訪問し、第二国防大臣と会談を行
うとともに、14（同26）年4月には、若宮防衛大
臣政務官（当時）もシンガポールを訪問し、国防
担当国務大臣と会談を行った。また、軍種間では、
同年2月、空幕長が相互理解の促進と信頼関係の
醸成などを図るため、アジア太平洋安全保障会議
およびシンガポール・エアショーに参加した。

さらに、15（同27）年5月に開催された第14回
シャングリラ会合において、中谷防衛大臣は、ウン
国防大臣と会談を行い、同会合の開催におけるシン
ガポール国防省の尽力に対して謝意を表明すると
ともに、地域情勢などについて意見交換を行った。
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（4）フィリピン
フィリピンとの交流は、これまでも、ハイレベ

ル交流のほか、艦艇の訪問や防衛当局間協議をは
じめとする実務者交流が頻繁に行われている。15

（同27）年1月の防衛相会談では、日フィリピン
防衛協力・交流に関する覚書に署名した。この文
書では、ハイレベル交流として防衛相会談・次官
級協議、統幕および各幕の幕僚長とフィリピン国
軍司令官および各軍司令官の間の相互訪問、実務
レベル交流として自衛隊とフィリピン国軍の間の
定期的協議、訓練・演習への参加のほか、海洋安
全保障をはじめとする非伝統的安全保障分野にお
ける協力を実施することとしている。

軍種間では、14（同26）年9月、陸幕長が歴代
陸幕長として初めてフィリピンを訪問し、陸軍司
令官などとの会談を通じて陸軍種間の防衛協力・
交流の充実・拡大の資を得るとともに、15（同
27）年2月には海幕長がフィリピンを訪問し、海
軍司令官などとの意見交換を通じて相互理解の促
進と信頼関係の強化を図った。また、同年3月に
は、フィリピン空軍司令官が来日して空幕長と会
談し、空軍種間の関係強化に取り組むことを確認
するとともに、同年5月には空幕長がフィリピン
を訪問し、空軍司令官などとの間で、地域情勢や
今後の防衛協力・交流に関する意見交換を行った。

訓練・演習では、14（同26）年9月から10月
の間、米国およびフィリピンが水陸両用作戦およ
び人道支援・災害救援の能力向上などを目的に実
施した共同訓練（PHIBLEX15）に、陸上自衛官4
名がオブザーバー参加した。また、同年10月に

は、日米共同海外巡航訓練中であった海自護衛艦
「さざなみ」が、マニラ西方海域において、初の日
米比親善訓練を実施した。

（5）タイ
タイとの間では、早くから防衛駐在官の派遣や

防衛当局間協議を開始し、また、防衛大学校への
留学生の受入れについては、最も早くから実施
し、その累計受入れ数も最多である。伝統的に良
好な関係のもと、防衛省・自衛隊は05（同17）年
から米・タイ共催の多国間共同訓練（コブラ・
ゴールド）に参加している。13（同25）年1月に
は、空幕長と陸幕長が相次いでタイを訪問したほ
か、同年9月には防衛大臣がタイを訪問し、イン
ラック首相兼国防大臣（当時）などと会談を行い、
両国防衛関係を一層深化させることで一致した。
さらに、14（同26）年2月には「コブラ・ゴール
ド14」を視察するため、統幕長がタイを訪問した。

（6）カンボジア
カンボジアは、92（同4）年にわが国が初めて

国連PKOに自衛隊を派遣した国であり、以来、
08（同20）年に在ベトナム防衛駐在官が在カン
ボジア防衛駐在官を併任したほか、13（同25）年
から能力構築支援を開始するなど、両国間での防
衛協力・交流は着実に進展している。同年12月、
日カンボジア首脳会談において、両国関係は戦略
的パートナーシップへと格上げされ、会談後、両
国首脳が見守る中、防衛大臣は日カンボジア防衛
協力・交流の覚書に署名を行った。また、15（同
27）年5月に開催された第14回シャングリラ会
合に際して次官級会談を行い、防衛分野における
日ASEAN間の協力や、両国の防衛協力・交流に
ついて意見交換を行った。

図表Ⅲ-3-1-6（能力構築支援事業の活動状況）

（7）その他の東南アジア諸国
ミャンマーとの間では、11（同23）年3月の民政

移管後、防衛事務次官がミャンマーを初訪問した
ほか、日本側主催の多国間会議にミャンマーから
の参加を得る形で、交流を発展させてきた。13（同
25）年11月には、第1回となる防衛当局者間の協

参 照

フィリピン国防次官および海軍司令官と会談する武居海幕長
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議を首都ネーピードーで開催し、今後の防衛交流
の進め方について意見交換し、交流を強化してい
くことで一致した。また、14（同26）年には、5月
に統幕長が、7月には防衛副大臣がそれぞれミャン
マーを訪問するとともに、9月にはミャンマー国軍
司令官が日本を訪問するなどハイレベル交流が進
展した。さらに、11月には、江渡防衛大臣（当時）
が日ASEANラウンドテーブルへの出席に際し、議
長国であったミャンマーのウェイ・ルイン大臣と
会談し、防衛交流を促進することを確認した。

ラオスとの間では、在ベトナム防衛駐在官が、11
（同23）年に在ラオス防衛駐在官併任となって以来、
防衛協力・交流が徐々に進展している。13（同25）
年4月にラオスから初となる防衛大学校への留学
生を受入れているほか、同年8月、第2回ADMM
プラスの際、初の日ラオス防衛相会談が行われた。
同年12月の日ラオス首脳会談では、外務・防衛当
局間の安全保障対話の早期開催に向けて調整する
ことで一致し、14（同26）年4月に第1回安保対話
を開催した。また、同年1月、防衛事務次官が初め
てラオスを訪問し、ラオス副首相兼国防大臣および
国防次官と会談を行い、ADMMプラスにおける人
道支援・災害救援のEWG共同議長国として、両国
間でこの分野での協力を強化することで一致した。

マレーシアとの間では、15（同27）年5月に開
催された第14回シャングリラ会合に際して、日
マレーシア防衛相会談を行い、二国間防衛協力・
交流などについて意見交換を行い、特に、災害救
援分野における日ASEAN協力が重要であるとの
認識を共有し、引き続き日マレーシア間で連携を
図っていくことで一致した。軍種間では、14（同
26）年4月、九州西方海域において海自艦艇とマ
レーシア海軍艦艇が親善訓練を行うとともに、同
年6月には海幕長がマレーシアを訪問するなど、
友好親善を増進している。

ブルネイとの間では、13（同25）年8月、ブルネ
イで開催された第2回ADMMプラスの際、防衛大
臣がヤスミン首相府エネルギー大臣と会談を行い、
ADMMプラスの取組について意見交換を行った。
軍種間では、14（同26）年11月、統幕長がブルネ
イで行われた第17回アジア太平洋諸国参謀総長
等会議にあわせ、国軍司令官との会談を行った。

資料65（最近の東南アジア諸国との防衛協力・交流の主
要な実績（過去3年間））

	7	 日英防衛協力・交流

英国は、欧州のみならず世界に影響力を持つ大
国であるとともに、わが国と歴史的にも深い関係
があり、安全保障面でも米国の重要な同盟国とし
て戦略的利益を共有している。このような観点か
ら、国際平和協力活動、テロ対策、海賊対策など
のグローバルな課題における協力や地域情勢など
に関する情報交換を通じ、日英間で協力を深める
ことは、わが国にとって非常に重要である。

英国との間では、12（同24）年4月、「日英両国
首相による共同声明～世界の繁栄と安全保障を先
導する戦略的パートナーシップ～」が発表され、
政府間の情報保護協定の交渉開始、防衛協力覚書
署名への支持、共同開発および共同生産のための
適当な防衛装備品などの特定などを推進すること
とした。また、防衛当局間では、同年6月に防衛
協力のための覚書を取り交わした。さらに、14

（同26）年1月には日英情報保護協定が発効し、
二国間の情報共有の基盤が整備された。

同年5月の日英首脳会談において、両首脳は、
安全保障分野の協力強化のため、外務・防衛閣僚
会合の開催、物品役務相互提供協定（ACSA）の
交渉開始、自衛隊と英国軍の共同訓練の強化を目
指すことについて一致した。これを受け、15（同
27）年1月21日に開催された外務・防衛閣僚会
合では、I

Islamic State of Iraq and the Levant
SILによる邦人人質事案に関し、英国側

から最大限協力する姿勢が示されるとともに、テ
ロとの闘いにおけるわが国の非軍事的な分野での
支援を高く評価する旨の発言があった。また、防
衛装備・技術協力の進展を確認するとともに、サ
イバー、海洋安全保障分野をはじめとするグロー
バルな安全保障上の課題への協力の強化、戦略的
情勢認識などを共有するための意見交換を行っ
た。さらに、英国側より、日本の安全保障法制の
整備に係る取組を歓迎する旨の発言があった。

ハイレベル交流も活発に行われており、14（同
26）年7月には若宮防衛大臣政務官（当時）が訪英
したほか、15（同27）年1月には、左藤防衛副大臣
が訪英し、日英戦略対話に参加した。軍種間では、
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13（同25）年12月、英海軍第1海軍卿が来日した
ほか、14（同26）年3月には英陸軍参謀長が来日し、
陸幕長と意見交換などを行うとともに、同年7月に
は、空幕長が英国で行われたエアパワー・カンファ
レンスに参加するなど、交流が進展している。

また、運用面では、15（同27）年2月に英国海
軍士官を海自連絡官として受け入れ、海洋安全保
障協力や地域情勢などに関する情報交換を通じた
日英の協力を一層深化させることとしている。

このほか、英国とは、米国以外の国とは初とな
る、防衛装備品の共同研究を開始するなど、防衛
装備・技術協力を積極的に進めている。

Ⅲ部2章4節2項（新たな防衛装備・技術協力の構築）
資料66（最近の日英防衛協力・交流の主要な実績（過去
3年間））

日英外務・防衛閣僚会合（ロンドン）における4大臣

	8	 日仏防衛協力・交流

フランスは、欧州やアフリカのみならず世界に
影響力を持つ大国であるとともに、わが国と歴史
的にも深い関係があり、また、様々な国際機関に
おける特別なパートナーである。

94（同6）年以降毎年実施している防衛当局間
協議において、地域情勢や安全保障問題などにつ
いて幅広く意見交換を行っている。また、11（同
23）年10月には日仏情報保護協定を締結し、情
報共有の基盤を整備している。

13（同25）年6月、オランド大統領が来日し、政
治・安全保障、経済、文化の3つの分野の協力に関
する日仏共同声明を発表した。14（同26）年1月に
パリで実施された初の外務・防衛閣僚会合におい
て、公海の自由の維持や公海上空の飛行の自由の
重要性について一致した。同年5月には、安倍内閣

総理大臣がフランスを訪問し、オランド大統領と会
談を行い、サイバーセキュリティに関する対話の立
ち上げ、海洋安全保障における協力の強化などに合
意した。同年7月には国防大臣が訪日して日仏防衛
相会談を行い、防衛協力・交流に関する意図表明
文書などに署名した。さらに、15（同27）年3月に
東京で開催された第2回外務・防衛閣僚会合では、
同年1月から2月にかけて両国が直面したテロの脅
威に触れ、情報交換やアフリカ・中東での協力を強
化し、国際社会と協力してテロとの闘いに取り組ん
でいくこと、防衛装備・技術協力、海洋安全保障な
どの分野での協力を強化していくことを確認する
とともに、防衛装備品及び技術の移転に関する日本
国政府とフランス共和国政府との協定に署名した。

このほか、14（同26）年7月には、パリで開催され
た第一次世界大戦100周年記念行事に若宮防衛大
臣政務官（当時）が出席するとともに、フランス革命
記念日パレードに陸上自衛官4名が参加した。また、
フランスとは、防衛装備品協力などに関する委員会
を設置するなど、防衛装備・技術協力を進めている。

Ⅲ部2章4節2項（新たな防衛装備・技術協力の構築）

	9	 その他諸国との防衛協力・交流

（1）欧州諸国
欧州は、わが国と普遍的価値を共有し、また、

テロ対策や海賊対処などの非伝統的安全保障分野

参 照
参 照

参 照

第一次世界大戦100周年記念行事（フランス革命記念日パレード）に
参加した陸自隊員
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や国際平和協力活動を中心に、グローバルな安全
保障上の共通課題に取り組むための中核を担って
いる。そのため、欧州諸国と防衛協力・交流を進
展させることは、わが国がこうした課題に積極的
に関与する基盤を提供するものであり、わが国と
欧州の双方にとって重要である。

14（同26）年4月から5月にかけて、安倍内閣総
理大臣が、ドイツ、英国、ポルトガル、スペイン、フ
ランスおよびベルギーを訪問し、各国およびEU、
N
North Atlantic Treaty Organization

ATOの首脳と会談などを行った。NATO本部
においてラスムセン事務総長と会談を行い、日
NATO国別パートナーシップ協力計画に署名した。
北大西洋理事会16では演説を行い、積極的平和主
義に基づくわが国の安全保障政策について欧州か
ら高い評価と支持を得るとともに、NATO加盟28
か国の常駐代表との意見交換を行い、日欧の安全
保障環境に関する共通認識を醸成した。さらに、
NATO・EUとソマリア・アデン湾沖での海賊対
処を含む協力の継続・拡大や、英国・フランスと
防衛装備・技術に関する協力などについて合意し
た。これを受け、海自は、同年9月以降、NATO
オーシャン・シールド作戦参加部隊およびEUア
タランタ作戦参加部隊と共同訓練を実施している。

同年10月、ハーグルンド フィンランド国防大臣
が来日し、日フィンランド防衛相会談を実施した。
同年11月には、モレネス スペイン国防大臣が来日
し、日スペイン防衛相会談において、日スペイン防
衛協力・交流に関する覚書に署名した。また、
NATOとの間では、同年5月の安倍内閣総理大臣
とラスムセンNATO事務総長との合意に基づき、
同年12月、女性・平和・安全保障分野における日
NATO協力として、初めて、NATO本部に陸自の
女性自衛官を派遣した。さらに、ドイツとの間では、
15（同27）年5月に開催された第14回シャングリ
ラ会合に際して、6年ぶりとなる防衛相会談を行い、
両国の防衛協力・交流を中心に意見交換を行った。

また、欧州諸国との情報保護協定については、
10（同22）年6月にNATOと締結し、イタリア
とは締結交渉を行っている。

（2）その他諸国
モンゴルとの間では、12（同24）年1月の防衛協

力・交流に関する覚書の署名後、同年11月に第1回
防衛次官級協議を、13（同25）年11月に第2回を実
施し、防衛協力・交流について意見交換を行うとと
もに、能力構築支援を通じた協力の強化にも取り組
んでいる。また、14（同26）年4月には、バトエルデ
ネ国防大臣が来日するとともに、同年6月には、陸
幕長がモンゴルを訪問し、参謀総長および国防次官
との間で能力構築支援などの分野における防衛協
力にかかる意見交換を実施するなど、ハイレベル交
流も進んでいる。さらに、15（同27）年5月に開催
された第14回シャングリラ会合に際して、日モンゴ
ル防衛相会談を行い、能力構築支援や多国間共同訓
練「カーン・クエスト」への自衛隊の参加など、両国
の防衛協力・交流について意見交換を行った。

図表Ⅲ-3-1-6（能力構築支援事業の活動状況）

トルコとの間では、12（同24）年7月に、防衛
事務次官がドゥンダル国防次官との会談において
防衛交流・協力の意図表明文書に署名した。13

（同25）年3月には、ユルマズ国防大臣が訪日し
日トルコ防衛相会談を行い、防衛当局間協議（局
長級）を早期に開催することや、各種の防衛交流
を進めていくことについて合意した。

カザフスタンとの間では、12（同24）年7月に、
防衛事務次官がカザフスタンを初めて訪問し、
ジャスザコフ国防第一次官との会談を行った。会
談では、両国の防衛分野における交流の発展の必
要性で一致し、次官級をはじめとしたハイレベル
の交流、防衛当局間協議をはじめとした実務者レ
ベルの協議の開始、PKO・人道支援分野におけ
る協力、教育・研究機関間の交流を通じた協力を
推進していくことで一致した。

ニュージーランドとの間では、13（同25）年8月、
防衛協力・交流に関する覚書に署名したほか、14

（同26）年7月の首脳会談では、物品役務相互提供
協定（ACSA）に関する研究を行うことで一致した。

カナダとの間では、これまで、ハイレベル交流
や防衛当局間協議などが行われてきた。11（同
23）年8月には次官級「2＋2」対話が初めて開催
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16	 NATO加盟28か国の代表により構成される意思決定機関（議長：NATO事務総長）

第
３
章

安
全
保
障
協
力
の
積
極
的
な
推
進

290日本の防衛

第1節各国等との防衛協力・交流



され、物品役務相互提供協定（ACSA）の交渉を
開始することで一致した。

コロンビアとの間では、15（同27）年3月、訪
日したピンソン国防大臣と初の防衛相会談を行
い、防衛交流に関する覚書に署名することを目指
して調整を進めるとともに、人道支援・災害救援
やサイバーなどの分野について意見交換を継続し
ていくことで一致した。

中東諸国との間では、サウジアラビアとの間
で、13（同25）年4月および14（同26）年2月に
首脳会談を行い、安全保障分野での対話や防衛交
流の促進、両国N

National Security Council
SC間での対話の開始を含む様々

なレベルでの協議と協力を継続し、二国間の包括
的パートナーシップを強化することを改めて確認
した。

13（同25）年5月および8月、安倍内閣総理大

臣は、アラブ首長国連邦、バーレーン、クウェート
およびカタールを相次いで訪問し、安全保障・防
衛分野での協力の促進の必要性について認識を共
有した。また、15（同27）年2月には、カタールと
の間で日カタール防衛交流覚書が署名された。オ
マーンとの間では、14（同26）年1月、安倍内閣総
理大臣がカブース国王と会談を実施し、海上航路
の安全確保のための海賊対策などを含む海洋安全
保障分野での協力強化や防衛交流の促進について
合意した。また、同年2月には、海幕長がサウジア
ラビア、オマーン、アラブ首長国連邦を訪問した。

東ティモールとの間では、15（同27）年3月、
訪日したクリストバウン国防大臣と防衛相会談を
行い、教育交流や能力構築支援などを通じて、防
衛当局間の交流を継続していくことで一致した。

資料67（最近の欧州およびその他の諸国との防衛協力・
交流の主要な実績（過去3年間））

第2節　国際社会の課題への取組
	1	 海洋安全保障の確保

海洋国家であるわが国にとって、法の支配、航
行の自由などの基本的ルールに基づく秩序を強化
し、海上交通の安全を確保することは、平和と繁
栄の基礎であり、関係国と協力して海賊に対応す
るとともに、この分野における沿岸国自身の能力
向上の支援、わが国周辺以外の海域における様々
な機会を利用した共同訓練・演習の充実など、各
種取組を推進する。

Ⅲ部1章1節4項（海洋安全保障の確保に向けた取組）

	1	 海賊対処への取組

海賊行為は、海上における公共の安全と秩序の
維持に対する重大な脅威である。特に、海洋国家
として国家の生存と繁栄の基盤である資源や食料
の多くを海上輸送に依存しているわが国にとって
は看過できない問題である。

（1）基本的考え方
海賊行為には、第一義的には警察機関である海

上保安庁が対処する。海上保安庁では対処できな
いまたは著しく困難と認められる場合には、自衛
隊が対処することになる。

（2）海賊行為の発生状況と国際社会の取組
ソマリア沖・アデン湾の海域においては、人質

の抑留による身代金の獲得などを目的として、機
関銃やロケット・ランチャーなどで武装した海賊
による事案が継続して生起している。

図表Ⅲ-3-2-1（ソマリア沖・アデン湾における海賊等事
案の発生状況（東南アジア発生件数との比較））

08（平成20）年6月に採択された国連安保理決
議第1816号をはじめとする決議1において、各国
は、ソマリア沖・アデン湾における海賊行為を抑
止するための行動、特に軍艦および軍用機の派遣
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1	 ほかに、国連安保理が海賊抑止のための協力を呼びかけている決議としては、決議第1838号、1846号、1851号（以上08（平成20）年採択）、決議第
1897号（09（同21）年採択）、決議第1918号、1950号（以上10（同22）年採択）、決議第1976号および2020号（以上11（同23）年採択）、決議第
2077号（12（同24）年採択）、決議第2125号（13（同25）年採択）、決議第2184号（14（同26）年採択）がある。
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